
（平成２３年３月１６日報道資料抜粋）

１．今回のあっせん等の概要

（１）年金記録の訂正の必要があるとのあっせんを実施するもの 3 件

国民年金関係 1 件

厚生年金関係 2 件

（２）年金記録の訂正を不要と判断したもの 18 件

国民年金関係 5 件

厚生年金関係 13 件

年金記録確認奈良地方第三者委員会分

年金記録に係る苦情のあっせん等について



 

  

奈良国民年金 事案 1053 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の平成６年６月から７年３月までの国民年金保険料については、納

付していたものと認められることから、納付記録を訂正することが必要であ

る。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 49年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成６年６月から７年３月まで 

ねんきん特別便が来て、申立期間が未納であることが分かった。短大を

卒業してフリーターをしていたので、国民年金に加入しようとＡ市役所で

手続を行った際に学生でも国民年金に加入しなければならないと言われ、

平成６年から８年までの国民年金保険料を納付した。保険料は母に立て替

えてもらい、母がまとめて納付してくれた。申立期間の国民年金保険料を

納付したはずなので記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人の国民年金手帳記号番号は、平成８年４月８日に払い出されている

ことが国民年金手帳記号番号払出簿で確認でき、この時点で申立期間は国民

年金保険料を過年度納付することが可能である。 

また、Ｂ年金事務所は、「申立期間当時は過年度で納付できる期間が判明

すれば郵送で納付書を送付していた。」と回答していることから、申立人に

対して過年度保険料の納付書が発行されていたと推認できる。 

さらに、申立期間は 10 か月と短期間である上、申立期間以外に未納期間は

無く、厚生年金保険から国民年金への切替手続も適切に行われており、納付

意識の高さがうかがえる。また、実際に申立人の申立期間に係る国民年金保

険料を納付していた申立人の母親は、自身の国民年金保険料を過年度納付し

ており、過年度納付制度、納付方法を理解していたことがうかがえることか

ら、申立人の申立期間に係る国民年金保険料についても過年度納付していた

ものと考えても不自然ではない。 

その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民年

金保険料を納付していたものと認められる。 



 

  

奈良厚生年金 事案 1079 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されて

いたことが認められることから、申立人のＡ社（現在は、Ｂ社）Ｃ支店にお

ける資格取得日に係る記録を昭和 47 年３月 31 日に訂正し、申立期間の標準

報酬月額を６万円とすることが必要である。 

なお、事業主が申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務を

履行したか否かについては、明らかでないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 24年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 47年３月 31日から同年４月１日まで 

    私は、昭和 47 年３月 31 日付けで、Ａ社Ｃ支店への転勤辞令を受けた。

勤務地は変更になったが、継続して勤務していたので、厚生年金保険の被

保険者記録に空白期間は無いはずである。調査をお願いしたい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ｂ社が保管している社員台帳、Ｄ健康保険組合の加入記録及び雇用保険の

被保険者記録から判断すると、申立人はＡ社に継続して勤務し（昭和 47 年

３月 31 日にＡ社Ｅ支店からＡ社Ｃ支店に異動）、申立期間に係る厚生年金

保険料を事業主により給与から控除されていたことが認められる。 

また、申立期間の標準報酬月額については、申立人のＡ社Ｃ支店における

昭和 47 年４月の事業所別被保険者名簿の記録から、６万円とすることが妥

当である。 

なお、事業主が申立人に係る保険料を納付する義務を履行したか否かにつ

いては、事業主は不明としており、このほかに確認できる関連資料及び周辺

事情は無いことから、明らかでないと判断せざるを得ない。 

また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、事業

主が申立てどおりの被保険者資格の取得日に係る届出を社会保険事務所（当

時）に対して行ったか否かについては、これを確認できる関連資料及び周辺

事情が無いことから、行ったとは認められない。 



 

  

奈良厚生年金 事案 1084 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されて

いたことが認められることから、申立人のＡ社における資格喪失日に係る記

録を平成４年７月１日に訂正し、申立期間の標準報酬月額を 38 万円とする

ことが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務

を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 17年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成４年６月 30日から同年７月１日まで 

昭和 63 年３月にＡ社に入社し、後に移籍したＢ社を平成５年２月に退職

するまで継続して勤務していた。 

厚生年金保険の被保険者記録が１か月無いので、調査して記録を訂正し

てほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

雇用保険の被保険者記録及び事業主の回答から判断すると、申立人がＡ社

及びその関連事業所であるＢ社に継続して勤務し（平成４年７月１日にＡ社

からＢ社に異動）、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から

控除されていたことが認められる。 

また、申立期間の標準報酬月額については、申立人のＡ社における平成４

年５月のオンライン記録から、38万円とすることが妥当である。 

なお、申立期間に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、

事業主は不明としているが、事業主が資格喪失日を平成４年７月１日と届け

出たにもかかわらず、社会保険事務所（当時）がこれを同年６月 30 日と記

録することは考え難いことから、事業主が同日を厚生年金保険の資格喪失日

として届け、その結果、社会保険事務所は、申立人に係る同年６月の保険料

について納入の告知を行っておらず（社会保険事務所が納入の告知を行った

ものの、その後に納付されるべき保険料に充当した場合又は保険料を還付し

た場合を含む。）、事業主は、申立人に係る申立期間の保険料を納付する義

務を履行していないと認められる。 



 

  

奈良国民年金 事案 1054 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の平成９年４月から 10 年４月までの国民年金保険料については、納

付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 49年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成９年４月から 10年４月まで 

私の年金記録を確認すると、申立期間が未納となっているので、私の国

民年金に係る手続や保険料を納付してくれた母に確認したところ、平成 10

年４月頃に銀行で１年分を納付したとのことだった。 

今回の申立てでは、平成９年４月から 10 年４月までの 13 か月間を申立

期間としたが、少なくとも９年４月から 10 年３月までの期間については納

付しているはずなので、未納となっているのは納得できない。調査して記

録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人に係る国民年金の加入手続及び保険料納付を行っていた申立人の母

親は、「娘の父親名義の預金通帳で平成 10 年４月 15 日に出金されている 15

万円が国民年金保険料である。」と述べているところ、申立期間のうち、９

年４月から 10 年３月までの保険料額とはおおむね合致しているものの、こ

の出金額が国民年金保険料であると推認できる周辺事情は認められず、ほか

に納付をうかがわせる事情が見当たらない。 

また、申立人の母親は、「娘は、申立期間当時に国民健康保険へ加入して

いないから、国民健康保険税も納付したことがない。」と述べているところ、

申立人は申立期間と同じ期間、Ａ市において国民健康保険被保険者資格を取

得していることが確認できることから、上述の出金額は国民健康保険税であ

る可能性も否定できない。 

さらに、基礎年金番号が導入された平成９年１月以降は、特に保険料収納

事務の機械化等により記録管理の強化が図られており、申立期間の納付記録

が欠落する可能性は極めて低いものと考えられる。 



 

  

加えて、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたことを示す関

連資料（家計簿、確定申告書等）は無く、ほかに申立期間の国民年金保険料

を納付したことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断

すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めるこ

とはできない。 



 

  

奈良国民年金 事案 1055 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の平成４年４月から９年３月までの国民年金保険料については、納

付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏 名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 42年生 

住 所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成４年４月から９年３月まで 

    年金事務所で年金記録を調べてもらい、未納期間があることが分かった。

平成４年４月に加入手続をしたが、当時は無収入だったので国民年金保険

料は納付せず、９年に就職した後、Ａ町役場にて分割で申立期間の国民年

金保険料を納付した。申立期間の国民年金保険料を納付したはずなので記

録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は「平成４年４月頃国民年金の加入手続をした。」と述べているが、

申立人が所持している１冊目の年金手帳からは国民年金に加入した形跡はう

かがえず、申立人の基礎年金番号が平成９年４月 22 日に申立人の厚生年金保

険記号番号で付番されていることから、基礎年金番号付番時点では申立期間

は未加入期間となり、制度上、国民年金保険料を納付することができなかっ

たものと考えられる。 

また、申立期間の国民年金保険料を納付するためには別の国民年金手帳記

号番号が必要となるが、平成４年１月から国民年金手帳記号番号払出最終日

である７年 11 月 17 日までの国民年金手帳記号番号払出簿を縦覧調査するも、

申立人に別の国民年金手帳記号番号が払い出された形跡は見当たらない。 

さらに、申立人は「申立期間の国民年金保険料は平成９年４月以降に遡っ

て納付した。」と述べているが、平成９年１月から 11 年６月までの期間に係

る領収済通知書を縦覧調査するも、申立人のものと思われる領収済通知書は

確認できなかった。 

加えて、申立期間の一部は、基礎年金番号が導入された平成９年１月以降

であり、特に保険料収納事務の機械化等により記録管理の強化が図られてお



 

  

り、納付記録が欠落する可能性は極めて低いものと考えられる上、申立人が

申立期間の国民年金保険料を納付していたことを示す関連資料（家計簿、確

定申告書等）は無く、ほかに申立期間の国民年金保険料を納付していたこと

をうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断

すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めるこ

とはできない。 

 

 



 

  

奈良国民年金 事案 1056 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 44 年９月から 50 年３月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 24年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 44年９月から 50年３月まで 

私は、亡くなった父親から、国民年金保険料が未納であったため、20 歳

からの未納期間の保険料について、同様に 20 歳から未納期間があった妻の

保険料と併せて、一括して納付したと聞いている。申立期間が国民年金に

未加入とされていることに納得がいかないので調査してもらいたい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

国民年金手帳記号番号払出簿によると、国民年金の加入手続を行った場合

に払い出される国民年金手帳記号番号は申立人に対して昭和 51 年 10 月 20

日に払い出されており、申立人に対して別の国民年金手帳記号番号が払い出

されていたことをうかがわせる事情も見当たらない上、Ａ市の国民年金被保

険者名簿によると、国民年金の強制加入被保険者として同年９月 17 日に届

出されていることが確認できることから、申立人は同日に国民年金に加入し

たものと推認され、また、申立人が現在所持している年金手帳、オンライン

記録及びＡ市の国民年金被保険者名簿によると、そのいずれにも 50 年４月

１日に国民年金被保険者資格を取得したことが確認できることから、行政側

の記録管理に不自然な点はうかがえない。 

また、申立人は、申立期間は大学生であるため、国民年金の被保険者資格

が任意加入被保険者となることから、制度上、遡って当該期間の国民年金保

険料を納付することができない。 

さらに、Ａ市の国民年金被保険者名簿によると、申立期間の直後である昭

和 50 年４月から 51 年３月までの期間の国民年金保険料を同年 10 月 31 日

に過年度納付していることが確認できることから、申立人は、上述のとおり、

申立期間は大学生であり、任意加入期間となり、制度上、遡って国民年金に



 

  

加入し、保険料を納付することができないため、国民年金手帳記号番号の払

出しの時点で、遡って国民年金被保険者資格を取得することが可能な 50 年

４月１日まで遡って資格取得し、過年度納付が可能である同年４月の保険料

から納付を開始したと考えるのが相当である。また、オンライン記録による

と、国民年金手帳記号番号が申立人と連番で払い出されている申立人の妹に

ついても、48 年４月１日に国民年金の被保険者資格を取得し、同年７月から

の保険料納付が確認できることから、短大生であった 47 年 10 月から 48 年

３月までの期間は任意加入期間となり、遡って国民年金に加入できないため、

未加入と記録されており、申立人と同様に、国民年金手帳記号番号の払出し

の時点で、遡って国民年金被保険者資格を取得することが可能な卒業後の同

年４月１日に資格取得し、過年度納付が可能である 49 年７月の保険料から

納付を開始したと考えるのが相当である。したがって、申立人は、「20 歳か

らの未納分の国民年金保険料を夫婦二人分について、一括納付したことを父

親から聞いた。」と主張しているが、申立人の父親は、51 年９月 17 日に申

立人及びその妹について、国民年金の加入手続を行い、過年度納付が可能で

あった期間の保険料を一括して納付したと考えられる。 

加えて、申立人は、国民年金の加入手続及び国民年金保険料の納付に直接

関与しておらず、国民年金の加入手続及び申立期間の保険料を一括納付して

くれたとする申立人の父親は既に亡くなっていることから、申立期間当時の

加入手続及び保険料納付の状況等が不明である。 

このほか、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付したことを示す関連

資料（家計簿、確定申告書等）は無く、ほかに申立期間の国民年金保険料を

納付したことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断

すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めるこ

とはできない。 



 

  

奈良国民年金 事案 1057 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の昭和 49 年４月から 50 年６月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 22年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 49年４月から 50年６月まで              

婚姻前の国民年金の加入手続及び保険料の納付については、父に一任し

ていたが、昭和 48 年３月に結婚したのを契機に自分で保険料を納付するよ

うになった。店の売上金と一緒に銀行員に国民年金保険料を毎月預けてい

た。保険料は一月 9,800 円ぐらいだったと記憶している。遅れて納付する

ことはあったが、全て納付していると思うので調べてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、昭和 48 年３月に結婚したのを契機に自分で国民年金保険料を納

付するようになり、店の売上金とともに銀行員に保険料を毎月預けていたと

主張しているが、申立人の国民年金被保険者台帳（マイクロフィルム）によ

ると、申立人は、申立期間直後の 50 年７月から 52 年３月までの保険料を納

付期限近くの 52 年９月に一括して過年度納付していることが確認でき、この

時点において、申立期間の保険料は、制度上、時効により納付することがで

きなかった。 

また、申立人は、申立期間の国民年金保険料は一月 9,800 円ぐらいだった

と主張しているが、申立期間の実際の保険料は 900 円から 1,100 円であるこ

とから、申立人の主張と大きく乖離
か い り

している。 

さらに、昭和 53 年７月から 55 年６月までの期間において実施された第三

回特例納付により申立期間の保険料を納付することは可能であったが、申立

人が当該特例納付により保険料を納付した形跡は見当たらない。 

加えて、申立人が申立期間について、国民年金保険料を納付したことを示

す関連資料（家計簿、確定申告書等）は無く、ほかに申立期間の国民年金保

険料を納付したことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断

すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めるこ

とはできない。 



 

  

奈良国民年金 事案 1058    

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の昭和 36 年４月から平成元年４月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和３年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 36年４月から平成元年４月まで 

    国民年金保険料の納付については記憶が不明瞭であるが、加入記録があ

ると思われるので調べてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、時期は不明であるが国民年金の加入手続をしていると主張して

いるが、国民年金手帳記号番号払出簿によると、申立期間当時、国民年金に

加入した場合に払い出されていた国民年金手帳記号番号が申立人に対し払い

出された形跡が見当たらない上、ほかに国民年金に加入したことをうかがわ

せる事情も見当たらないことから、申立期間は国民年金に未加入であったと

考えられる。 

   また、申立人は、申立期間の国民年金保険料の納付方法等について記憶が

曖昧である上、申立期間のうち昭和 37 年５月から同年 11 月までの期間及び

43 年４月から 44 年９月までの期間については厚生年金保険に加入している

ことが確認できる。 

   さらに、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付したことを示す関連資

料（家計簿、確定申告書等）は無く、ほかに申立期間の国民年金保険料を納

付したことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

   これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断

すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めるこ

とはできない。 

 



奈良厚生年金 事案 1080 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険

料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和２年生 

    住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 20年４月 24日から 21年６月１日まで 

    昭和 19 年から 23 年までＡ社（昭和 22 年５月３日に、Ｂ社に名称変更）

に勤務し、途中退職した覚えはないにもかかわらず、申立期間について厚

生年金保険の加入記録が無い。しかし、加入記録が確認できない 20 年８月

15 日の終戦の日に、一人だけおられた上司と天皇陛下の玉音放送を聞いた

ことをはっきり覚えている。 

    申立期間当時、Ａ社Ｃ出張所で勤務していたことは間違いないので、調

査の上、記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人が終戦の日にＡ社Ｃ出張所で玉音放送を聞いたという記憶及びＣ出

張所があったとされる酒店関係者の証言から判断すると、申立人がＣ出張所

に勤務していたことはうかがえるものの、申立人は、申立期間の一部につい

て、体調不良のため自宅療養した期間もあるとしており、Ａ社Ｃ出張所での

勤務期間を特定することができない。 

また、申立人は、自宅療養はしたが退職はしていないとしているが、Ａ社

の健康保険労働者年金保険被保険者名簿において、申立人の資格喪失日は

「昭和 20 年４月 24 日」、備考欄には「退社」と記載されていることが確認

できるほか、自宅療養を終えて職場に復帰した時期及び自宅療養中の給与の

支払いについての記憶が曖昧である。 

一方、申立期間当時、Ａ社Ｃ出張所は、厚生年金保険の適用事業所として

確認できないところ、上司と思われる者には、Ａ社Ｄ支部の健康保険労働者

年金保険被保険者名簿において、厚生年金保険被保険者記録を確認できる。

そこで同名簿を調査した結果、申立人のＡ社Ｄ支部における被保険者資格の



取得日は、昭和 21 年７月１日とされており、申立期間に係る同名簿に申立

人の氏名は見当たらなかった。 

また、Ｂ社本社及びＥ支社では、申立期間当時の資料が残されていない上、

前述の上司と思われる者は高齢で連絡先が不明であり、申立人の申立期間に

おける勤務状況及び保険料控除に係る事実を確認できる関連資料や証言を得

ることはできなかった。 

このほか、申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年

金保険料を事業主により給与から控除されていた事実を確認できる給与明細

書等の資料は無く、申立人に係る厚生年金保険料の控除をうかがわせる関連

資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として申立期間に係る厚生年金保険料を事業

主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 



奈良厚生年金 事案 1081 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、その主張する標準報酬月額に基づく厚生年

金保険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 12年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 38年 11月１日から 39年４月１日まで 

         私は、申立期間において、Ａ社Ｂ本社に勤務していた。申立期間の給与

についても、Ｂ本社から支払われており、給与の支給額等にも変化はなか

った。 

      しかしながら、申立期間の標準報酬月額は、その前後の期間の標準報酬

月額と比べて大幅に引き下げられ、２万円と記録されている。 

      昭和 38 年 10 月の標準報酬月額２万 6,000 円及び 39 年４月の標準報酬月

額２万 8,000 円を考慮していただき、申立期間の標準報酬月額については、

２万 6,000 円とするのが妥当であると考えるので、年金記録を訂正してほ

しい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、Ａ社に係る厚生年金保険の標準報酬月額の記録が、申立期間前

後の期間の標準報酬月額と比べて大幅に引き下げられたと申し立てている。 

      しかしながら、同社の事業所別被保険者名簿によると、申立期間当時に同

社における標準報酬月額が低下している者は、申立人を含め３人おり、申立

人の標準報酬月額のみが低下している状況ではなかったことが確認できる。 

   また、同社の事業所別被保険者名簿によると、申立人の標準報酬月額につ

いては、昭和 37 年 10 月の算定時にも、２万 4,000 円から２万 2,000 円に低

下しており、申立期間についてのみ標準報酬月額が低下している状況ではな

い上、申立人が記憶している同社で申立人と同時期に資格を取得した複数の

同僚の標準報酬月額の推移を見ても、申立人の申立期間の標準報酬月額が著

しく低額であるとはいえないことがうかがえる。 

   さらに、同社の事業所別被保険者名簿により確認できる申立期間の標準報



酬月額（２万円）は、オンライン記録とも一致しており、標準報酬月額が遡

及して訂正された痕跡は認められない。 

加えて、同社は、申立期間に係る給与額や厚生年金保険料の控除額が確認

できる賃金台帳等の資料を保有しておらず、同僚等からも申立人が主張する

標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を事業主により給与から控除されてい

たことをうかがわせる証言及び資料を得ることはできなかった。 

このほか、申立期間について、申立人の主張する標準報酬月額に基づく厚

生年金保険料の控除について確認できる関連資料及び周辺事情は見当たらな

い。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が申立期間についてその主張する標準報酬月額に相当する厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 



奈良厚生年金 事案 1082 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険

料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 47年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成７年９月５日から同年 10月１日まで              

申立期間について、Ａ職として勤務した。その際の辞令書を提出するの

で、厚生年金保険被保険者であったことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人が所持している辞令書及びＢ事業所から提出のあった申立人に係る

履歴書により、申立人が申立期間においてＡ職として勤務していたことは確

認できる。 

しかし、Ｂ事業所から提出のあった申立人に係る社会保険加入期間証明書

を見ると、申立期間の厚生年金保険の加入記録が無いことが確認できる。Ｂ

事業所では、「Ａ職については厚生年金保険法を適用しており、申立人につ

いては、厚生年金保険の除外要件に当たる２か月以内の期間を定めて使用さ

れる者に該当するため、申立期間について、被保険者資格取得手続は行って

いない。」としている。 

また、Ｂ事業所は、申立人は厚生年金保険の被保険者となっていないため、

給与から保険料を控除することはないとしている。 

このほか、申立人が申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与か

ら控除されていたことをうかがわせる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が厚生年金保険被保険者として申立期間に係る厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたことを認めることはできない。 



奈良厚生年金 事案 1083 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者としてその主張する

標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を事業主により給与から控除されてい

たことを認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 27年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間 ： ① 昭和 57年 10月１日から 58年８月１日まで 

          ② 昭和 62年 10月１日から 63年８月１日まで 

Ａ社に勤務していた期間のうち、申立期間①及び②の期間の標準報酬月

額が、前後の期間と比べて低額となっている。 

基本給等総支給額は、現状維持はあっても下がることはなかったので納

得できない。申立期間②については当時の給与明細書を提出するので、調

査をして記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由  

   申立期間①について、Ａ社から提出された申立人に係る厚生年金保険管理

台帳において、標準報酬月額は 19 万円と記録されており、当該額はオンラ

イン記録と一致する。 

   また、同社は、申立期間①の標準報酬月額が前後の期間と比べて低額とな

っていることについて、「昭和 57 年 10 月の定時決定の際に標準報酬月額が

下がっていることから、おそらくその頃に残業が減った等の理由で総支給額

が下がり、標準報酬月額が改定された可能性が考えられ、オンライン記録と

当社が作成した厚生年金保険管理台帳の標準報酬月額とが一致しているので

あれば、それに応じた保険料を控除しており、申立人の標準報酬月額は間違

っていないと思う。」と述べている。    

申立期間②について、申立人は、標準報酬月額の相違について申し立てて

いるが、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律

（以下「特例法」という。）に基づき、標準報酬月額を改定又は決定し、記

録の訂正及び保険給付が行われるのは、事業主が源泉控除していたと認めら



れる保険料額及び申立人の報酬月額のそれぞれに基づく標準報酬月額の範囲

内であることから、これらの標準報酬月額のいずれか低い方の額を認定する

ことになる。 

申立人が所持する同社に係る申立期間②の給与明細書に記載された給与支

給額に見合う標準報酬月額及び当該期間において事業主が源泉控除していた

と認められる厚生年金保険料額に見合う標準報酬月額は、オンライン記録の

標準報酬月額と全て一致していることから、当該期間は特例法による保険給

付の対象に当たらないため、あっせんを行わない。 

このほか、申立期間①及び②において、申立人に係る標準報酬月額の記録

が遡及して訂正された形跡は認められず、ほかに、申立てに係る事実を確認

できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料及び周辺事情を総合的に判

断すると、申立期間①及び②について申立人が主張する標準報酬月額に基づ

く厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたことを認めること

はできない。 

 



奈良厚生年金 事案 1085 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、その主張する標準報酬月額に基づく厚生年

金保険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 10年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 56年 10月１日から平成 12年１月 12日まで 

Ａ社に勤務していた期間の給与は、月給（手取り）50 万円であったにも

かかわらず、厚生年金保険の標準報酬月額は低く記録されている。調査の

上、記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

 Ａ社の事業主及び複数の同僚が、申立人の申立期間の報酬月額について月

給（手取り）50万円であったと証言している。 

 しかしながら、申立期間について、事業主は、申立人に月額 50 万円の給与

を支払っていたが、社会保険事務所（当時）に対し、支給額よりも低額の報

酬月額の届出を行い、オンライン記録の標準報酬月額に基づく厚生年金保険

料を全額会社が負担していたと述べている。 

また、事業主及び申立期間当時の事業所の顧問税理士は、賃金台帳等申立

人の報酬月額及び厚生年金保険料の控除額が確認できる資料は残っていない

と述べており、ほかに、申立人の主張する標準報酬月額に基づく厚生年金保

険料の控除について確認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が申立期間についてその主張する標準報酬月額に相当する厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。



                      

  

奈良厚生年金 事案 1086 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険

料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏 名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 17年生 

住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間 ： 昭和 53年１月頃から 55年３月頃まで 

厚生年金保険の加入期間について社会保険事務所（当時）に照会したと

ころ、申立期間のＡ社における厚生年金保険の加入記録が無いとの回答で

あった。勤務していたことは確かなので、調査してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、Ａ社に経理担当者として勤務していたにもかかわらず、厚生年

金保険の被保険者記録が無いのは納得できないと申し立てている。 

しかし、Ａ社は、厚生年金保険の適用事業所であったことが確認できない

上、申立人の主張する事業所所在地を管轄する法務局に商業登記の記録も確

認できない。 

また、申立人から名前の挙がった事業主は、申立期間にＡ社ではなく、Ｂ

社における厚生年金保険の被保険者記録が確認できる。 

さらに、Ｂ社の商業登記簿謄本に登記されている取締役が、「申立人はＢ

社に経理担当者として勤務していた。Ｂ社は喫茶店も経営していた事業所で

あり、Ａ社という事業所は聞いたことがない。」と証言しており、申立人が

記憶している勤務していた事業所が経営していた喫茶店名と上記取締役が証

言した喫茶店名が一致することなどから、申立人は申立期間においてＢ社に

勤務していたことがうかがえる。 

このことから、申立人のＢ社における厚生年金保険の適用についても調査

を行ったが、Ｂ社の商業登記簿謄本により、Ｂ社は昭和 53 年８月に所在地

を移転していることが確認でき、申立人は同年１月頃から勤務したとしてい

るものの、Ｂ社の移転前の所在地に勤務したことは無いと供述している上、

Ｂ社は 54 年６月に厚生年金保険の適用事業所ではなくなっており、上記取



                      

  

締役は、「申立人が正社員であったかパート労働者であったか不明であ

る。」と証言していることから、申立人の勤務期間の特定及び勤務形態を確

認することができなかった。 

また、申立人は、「勤務していた事業所で給与計算業務を行っていたが、

従業員の給与から厚生年金保険料を控除していたかどうかの記憶は無く、社

会保険事務所から社会保険料が請求されていたかどうかも不明である。」と

供述している上、申立人は、申立期間のうち、昭和 54 年４月から同年９月

までの国民年金保険料を納付している。 

このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除をうかがわせ

る関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として申立期間に係る厚生年金保険料を事業

主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 

 



                      

  

奈良厚生年金 事案 1087（事案 869の再申立て） 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、その主張する標準報酬月額に基づく厚生年

金保険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏 名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 16年生 

住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間 ： 昭和 34年１月１日から 48年９月 26日まで 

前回の申立ては認められなかったが、新たな資料として、Ａ社（現在は、

Ｂ社）を退職した昭和 48 年の給与支払報告特別徴収にかかる給与所得者

異動届出書及びＡ社を退職後に勤務したＣ社の給料計算書が見付かった。

二つの書類を基に計算すると、Ａ社に勤務していた時の給料が算出された

ことから再申立てをする。 

 

第３ 委員会の判断の理由  

申立期間に係る申立てについては、ⅰ）Ｂ社が保管している申立人に係る

健康保険厚生年金保険被保険者資格取得届及び喪失届に記載されている標準

報酬月額は、Ａ社の健康保険厚生年金保険被保険者名簿の申立人の記録と一

致していること、ⅱ）申立人と同期入社した複数の同僚の標準報酬月額は、

申立人と同額又はほぼ同額であることが確認でき、申立人の標準報酬月額の

みが同僚の取扱いと異なり低額であるという事情は見当たらないこと、ⅲ）

申立人の申立期間の一部期間に係る標準報酬月額は当時の厚生年金保険標準

報酬月額等級表の最高等級であることなどから、申立人の主張は認められな

いとして、既に当委員会の決定に基づき、平成 22 年 10 月 14 日付けで年金

記録の訂正は必要でないとする通知が行われている。 

今回、申立人は、新たな資料として、昭和 48 年９月にＡ社を退職した際

の給与支払報告特別徴収にかかる給与所得者異動届出書などを提出し、再申

立てを行っている。 

しかし、申立人から提出された上記給与所得者異動届出書は「控除社会保

険料控除額」欄の部分が切り取られている。このことについて、申立人は、

「なぜ欠損しているか不明だが、破損していたので切り取ったと思う。」と



                      

  

供述しており、申立人が主張する標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を給

与から控除されていたことが確認できない。 

また、申立人は、「Ｃ社の給料計算書（昭和 49 年４月分）の所得税額か

ら税率を計算し、Ａ社を退職した時の給与所得者異動届出書に記載されてい

る徴収済税額（住民税）に当てはめて、当時のＡ社における給料額を算出し

た。」と供述しているが、申立人が計算した算出額から、厚生年金保険料の

控除額を確認することはできない。 

これらを総合的に判断すると、委員会の当初の決定を変更すべき新たな事

情は見当たらないことから、申立期間について申立人が主張する標準報酬月

額に基づく厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたことを認

めることはできない。 



                      

  

奈良厚生年金 事案 1088 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間①について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

申立人は、申立期間②及び③について、その主張する標準報酬月額に基づ

く厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはで

きない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏 名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和８年生 

住 所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和 36年５月１日から 38年９月１日まで 

         ② 昭和 38年９月１日から 53年８月 31日まで 

         ③ 平成５年９月２日から 10年８月６日まで 

申立期間①について、Ａ社に勤務していたが、厚生年金保険の加入記録

が無い。Ｂ社に勤務していた申立期間②及びＣ社に勤務していた申立期間

③について、記録されている標準報酬月額が、自分が受け取っていた給与

額に比べて低すぎる。調査して記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間①について、同僚の証言から、申立人がＡ社に勤務していたこと

は推認できる。 

しかし、当該事業所が厚生年金保険の適用事業所であったことが確認でき

ない上、申立人の主張する事業所所在地を管轄する法務局に商業登記の記録

も確認できない。 

また、複数の同僚に照会したが、当該事業所に勤務していた際に給与から

厚生年金保険料が控除されていた記憶は無いとしている上、同僚にも申立期

間における厚生年金保険の被保険者記録は無い。 

さらに、事業主は既に死亡しているため、当該事業所の厚生年金保険の適

用、申立人の勤務実態及び厚生年金保険料の控除について確認することがで

きない。 

なお、帝国銀行会社要録において、申立人が名前を挙げた事業主及び同僚



                      

  

の氏名の記載があるＤ社という事業所が確認できることから、当該事業所に

ついても調査したが、厚生年金保険の適用事業所であったことが確認できな

い上、法務局に商業登記の記録も確認できない。 

このほか、申立人の申立期間①における厚生年金保険料の控除をうかがわ

せる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として申立期間①に係る厚生年金保険料を事

業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 

申立期間②について、Ｂ社の同僚は、「給与は基本給と歩合給を合わせて

支払われていた。歩合給の算出方法から考えると、届け出されている記録を

上回る給与を受け取っていたはずである。給与額は毎月大きく変動していた

ので、基本給のみを報酬月額として届け出たのではないか。」と証言してい

る。また、別の同僚は、「事業主と従業員の保険料負担が軽くなるように、

報酬月額を低く届け出ていたように思う。」と証言している。 

しかし、当該事業所は昭和 55 年７月 11 日に厚生年金保険の適用事業所で

はなくなっており、申立人の給与から控除されていた厚生年金保険料を確認

することができない。 

申立期間③について、Ｃ社の同僚は、「私は１級建築士の資格を所持して

いたので月 50 万円の給与を受け取っていた。しかし、私の厚生年金保険の

標準報酬月額は給与の手取り額より低く記録されている。事業主が報酬月額

を低く届け出たのではないかと思う。申立人も資格を所持していたので月 40

万円ぐらいの給与を受け取っていたと思う。」と証言している。 

しかし、当該事業所は平成 13 年 10 月 25 日に厚生年金保険の適用事業所

ではなくなっており、申立人の給与から控除されていた厚生年金保険料を確

認することができない。 

このほか、申立期間②及び③について、申立人の主張する標準報酬月額に

基づく厚生年金保険料の控除について確認できる関連資料及び周辺事情は見

当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が申立期間②及び③についてその主張する標準報酬月額に相当する厚

生年金保険料を事業主により給与から控除されていたことを認めることはで

きない。 



                      

  

奈良厚生年金 事案 1089 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険

料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等  

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和３年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 45年頃から平成 11年頃まで 

    万博の頃、知人に誘われ、Ａ社に勤務した。その後、Ｂ社で働くように

なった。Ｂ社の給与支払明細書が残っているので、同事業所に勤務してい

たことは間違いない。申立期間の厚生年金保険の記録を調査してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社について、申立人は、同事業所に勤務することになった経緯、同事業

所の代表者の氏名及び業務内容等を記憶している。 

しかしながら、オンライン記録によると、同事業所が厚生年金保険の適用

事業所であった記録は見当たらない上、申立人が記憶している同事業所の代

表者に係る厚生年金保険の加入記録も見当たらない。 

また、申立人は同僚の氏名を記憶しておらず、申立人が記憶している同事

業所の代表者も所在不明であるため、同事業所における申立人の勤務実態及

び給与からの厚生年金保険料の控除について確認することができない。 

Ｂ社について、申立人が所持していた給与支払明細書及び同社からの回答

書により、申立人は、昭和 46 年 11 月から平成 11 年３月 25 日までの期間に

ついて同社に勤務していたことが認められる。 

しかしながら、申立人が所持していた昭和 46 年 11 月から平成９年 11 月

までの期間のうち一部期間の給与支払明細書によると、給与から厚生年金保

険料が控除されていないことが確認できる。 

また、オンライン記録によると、同社は平成２年７月１日に初めて厚生年

金保険の適用事業所となっていることが確認できる上、同社では、「厚生年

金保険の適用事業所になった２年７月１日に被保険者資格を取得している者

は当時の役員のみである。７年９月１日から従業員を厚生年金保険に加入さ



                      

  

せるようになったが、その時点で既に 65 歳を過ぎていた申立人は、厚生年

金保険の加入対象者とならなかったので、厚生年金保険に加入できなかっ

た。」と回答している。 

このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除をうかがわせ

る関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事

業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 

 



                      

  

奈良厚生年金 事案 1090 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険

料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 31年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 58年５月頃から 59年５月頃まで 

    私は、昭和 58 年５月頃にＡ社に就職した際、Ｂ氏から引継ぎを受け、ま

た、私が退職する際は、Ｃ氏に引継ぎをした。両人の厚生年金保険の記録

はあると聞いている上、在職中に健康保険証を使用して診察を受けた記憶

があることから、申立期間について、健康保険と厚生年金保険に加入して

いたことは間違いないので、年金記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人が記憶しているＡ社の前任者及び後任者の証言により、申立人が申

立期間において同社に勤務していたことは推認できる。 

しかしながら、申立人は、Ａ社から健康保険証を交付され、それを使用し

病院で診察を受けたと主張しているが、申立人の父親に係る健康保険厚生年

金保険被保険者原票によると、申立期間当時、申立人は父親の被扶養者であ

ることが確認できることから、申立人が使用した被保険者証は父親のもので

あると考えられる。 

また、Ａ社は、申立期間当時のことは不明としており、当時の給与・社会

保険担当者は死亡しているため証言を得ることができず、申立期間における

厚生年金保険料の控除について、確認することができない。 

さらに、Ａ社の健康保険厚生年金保険被保険者原票において、申立人の氏

名は確認できない上、申立期間における健康保険の整理番号に欠番が無いこ

とから、申立人の記録が欠落したものとは考え難い。 

このほか、申立人の申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与か

ら控除されていた事実を確認できる給与明細書等の資料は無く、ほかに申立

人に係る厚生年金保険料の控除をうかがわせる関連資料及び周辺事情も見当

たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として申立期間に係る厚生年金保険料を事業

主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 



                      

  

奈良厚生年金 事案 1091 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として、その主張す

る標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を事業主により給与から控除されて

いたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 20年生 

    住 所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成 14年１月１日から同年 10月１日まで 

ねんきん特別便を見ると、Ａ社の勤務期間のうち平成 13 年９月 21 日か

ら 16 年 12月 20 日までのＢ社へ海外出向をしていた申立期間の標準報酬月

額が、その前後の期間の 41 万円から 28 万円に下がっている。出向期間中

の給与は国内給与 28 万円、海外給与 12 万円の計 40 万円であった。本社総

務課長に確認すると、申立期間について、国内給与のみで標準報酬月額を

算定し社会保険事務所（当時）に提出していたことを認めてくれた。海外

給与との合計額を標準報酬月額とする記録の訂正をお願いしたい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ｃ健康保険組合の記録における申立人の申立期間に係る標準報酬月額は、

オンライン記録における標準報酬月額と一致している上、Ａ社から提出のあ

った賃金台帳によると、オンライン記録どおり、標準報酬月額 28 万円に基づ

く保険料控除額が確認できる。 

また、上記賃金台帳から申立人の申立期間における給与支給額は、Ａ社か

ら 28万円であることが確認できる。 

さらに、申立人から提出のあった辞令簿から、申立人が平成 13 年９月 21

日に海外出向していることが確認でき、当該海外出向に伴い同年 10 月度から

報酬月額が 40 万円から 28 万円に変更されたため、14 年１月から月額変更届

により標準報酬月額が 28万円に随時改定されたものと考えられる。 

加えて、一緒に出向した同僚の記録を含め、申立期間の標準報酬月額が遡

って訂正された形跡は見当たらない。 

このほか、申立人が申立期間にその主張する標準報酬月額に相当する厚生



                      

  

年金保険料を事業主により給与から控除されていた事実を確認できる関連資

料、周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人は、申立期間においてその主張する標準報酬月額に基づく厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 

 



                      

  

奈良厚生年金 事案 1092 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険

料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 25年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 44年５月 31日から 45 年 10月 16日まで 

私は、Ａ社に入社した後、Ｂ市のＣ社に転勤し、申立期間についてＣ社

に勤務していた。転勤先のＣ社の従業員は、パートを含め約５人でＤ製品

の販売をしていた。調査の上、申立期間について厚生年金保険の被保険者

期間として認めてもらいたい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、Ｃ社の社是を所持しており、同社の代表取締役等の氏名、所在

地及び業務内容等を記憶していることから、勤務期間は特定できないものの、

申立人が同社で勤務していたことは推認できる。 

しかしながら、オンライン記録によると、Ｃ社が厚生年金保険の適用事業

所であったことは確認できない上、Ｃ社の代表取締役の妻は「Ｃ社は厚生年

金保険の適用事業所ではなく、従業員は厚生年金保険に加入させていなかっ

た。」と回答している。 

また、Ｃ社は既に解散しており、代表取締役も死亡しているため、申立期

間における申立人の勤務実態及び給与からの厚生年金保険料の控除について

確認することができない。 

このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除をうかがわせ

る関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事

業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 



                      

  

奈良厚生年金 事案 1093 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として、その主張す

る標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を事業主により給与から控除されて

いたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 16年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成５年３月１日から９年６月１日まで 

 私は、Ａ社での勤務期間について、ずっと 41 万円余りの給与をもらって

いたのに、標準報酬月額の記録は、平成５年３月から大幅に引き下げられ

ている。調査をお願いしたい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、「Ａ社は、亡くなった夫が事業主を務め、給与や社会保険につ

いては、夫と税理士に任せていたが、私の給与額が変わったことはなかっ

た。」と述べている。 

   しかしながら、申立人は給与明細書等を所持しておらず、また、Ａ社は既

に平成９年６月１日に厚生年金保険の適用事業所ではなくなり、その後解散

していることから、申立人が主張する標準報酬月額に相当する厚生年金保険

料が申立期間の給与から控除されていたことを示す関連資料は見当たらない。 

   また、Ａ社において、給与及び社会保険事務を行っていたとする申立人の

夫と税理士については、夫は既に死亡しており、当該税理士は連絡先が不明

のため、申立期間に係る申立人の標準報酬月額及び厚生年金保険料の控除額

について確認することはできない。 

   さらに、オンライン記録において、申立期間の標準報酬月額が遡及して訂

正された形跡は見当たらない。 

このほか、申立期間について、申立人の主張する標準報酬月額に基づく厚

生年金保険料の控除をうかがわせる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間について、その主張する標

準報酬月額に基づく厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていた

ことを認めることはできない。 


